
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

44,603 人
人
％

45,229
-1.4

44,967 人
人45,157

-0.4 ％

１７ 年 国 調区 　 分

3,153

13.6
第 １ 次

第 ２ 次
7,466

32.1

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

14.4

3,477

8,195

34.0

第 ３ 次
12,404

53.4

12,115

50.3
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

4,852,829

17,595 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

118.77

376

17,595 0.2
21,243 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2309

かすみがうら市

市 町 村 類 型 Ⅰ－０

地方交付税種地 2 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

4,961,856 33.1 4,961,856 50.3
672,514 4.5 672,514 6.8

21,243 0.2
14,334 0.1

377,986 2.5 377,986 3.8
139,439 0.9 139,439 1.4

- - - -
142,163 0.9 142,163 1.4

- - - -
126,906 0.8 126,906 1.3

3,720,937 24.8 3,360,863 34.1
3,360,863 22.4 3,360,863 34.1
360,074 2.4 - -

10,194,973 67.9 9,834,899 99.6
9,962 0.1 9,962 0.1
42,515 0.3 - -

229,375 1.5 15,290 0.2
22,399 0.1 - -

763,792 5.1 - -
- - - -

583,602 3.9 - -
18,765 0.1 9,817 0.1
20,000 0.1 - -

192,389 1.3 - -
592,112 3.9 - -
217,365 1.4 8 0.0

2,121,700 14.1 - -

15,008,949 100.0 9,869,976 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

4,961,856

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

4,961,856 100.0 77,293

100.0 77,293
2,151,718 43.4 77,293

60,533 1.2 -
1,619,643 32.6 -

-

116,044 2.3

-

12,550
355,498

-

7.2 64,743

-

2,448,527 49.3

-

2,443,313 49.2

-

71,496 1.4
290,115 5.8

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

- -

- -
- - -
- - -
- - -

77,293

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
14,334

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

×
0.1

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

○

×

×

○

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

15,008,949 14,992,426
14,242,873 14,400,314

766,076 592,112
48,130 11,304
717,946 580,808
137,138 -183,751

308 12
- -
- -

137,446 -183,739

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

391 1,275,900 3,263
34 85,800 2,524
- - -
83 277,220 3,340
- - -

474 1,553,120 3,277

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

○

○

×

○

○

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 17.03.28 7,790

副市区町村長 1 17.03.28 5,920

収 入 役 - - -

教 育 長 1 17.03.28 5,460

議 会 議 長 1 19.04.01 4,400

議 会 副 議 長 1 19.04.01 4,000

議 会 議 員 18 19.04.01 3,800

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 4,128,135 29.0 3,877,041 3,736,303 35.8
う ち 職 員 給 2,718,494 19.1 2,485,227 - -

扶 助 費 1,370,402 9.6 486,149 486,091 4.7
公 債 費 1,436,848 10.1 1,418,758 1,418,758 13.6

元 利 償 還 金 1,436,848 10.1 1,418,758 1,418,758 13.6
一時借入金利子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

6,935,385 48.7 5,781,948 5,641,152 54.1
1,540,421 10.8 1,191,387 1,109,902 10.6

維 持 補 修 費 154,284 1.1 152,717 152,717 1.5
補 助 費 等 1,623,692 11.4 1,504,675 1,401,528 13.4

うち一部事務組合負担金 832,351 5.8 832,351 786,636 7.5
繰 出 金 1,507,337 10.6 1,439,586 1,120,566 10.7
積 立 金 21,138 0.1 20,000 - -
投資・出資金・貸付金 79,990 0.6 12,290 - -
前年度繰上充用金 - - -

2,380,626 16.7投 資 的 経 費 782,143
234,767 1.6う ち 人 件 費 234,767

2,380,626 16.7普通建設事業費 782,143

う ち
0.3{ 2,280,486 16.0 724,091

災害復旧事業費

48,020 19,452

- - -
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

14,242,873 100.0 10,884,746

内
訳

経常経費充当一般財源等計
9,425,865 千 円

経  常  収  支  比  率
90.4 ％ ％95.5

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

11,650,822

7,948,795

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

216,134

構成比

1.5

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

216,134
総 務 費 2,056,793 14.4 210,408 1,713,375
民 生 費 3,816,241 26.8 23,467 2,487,962

1,321,725衛 生 費 9.3 13,341 1,250,567
労 働 費 21,459 0.2 - 21,299
農 林 水 産 業 費 641,787 4.5 114,591 538,057
商 工 費 174,404 1.2 - 143,617
土 木 費 2,555,091 17.9 1,806,456 1,326,632
消 防 費 815,362 5.7 56,664 757,569
教 育 費 1,187,023 8.3 155,699 1,010,770
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 1,436,854 10.1 - 1,418,764
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

6,303,513

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 14,242,873 100.0 2,380,626 10,884,746

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

1,654,037
680,800
146,700

-
229,079

-

597,458

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 -25,029
再 差 引 収 支 -69,719
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 8,486
被 保 険 者 数 ( 人 ) 18,396

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 75
国 庫 支 出 金 65
保 険 給 付 費 140

区　　　分 平成18年度 (千円)

9,909,017

基準財政収入額 5,003,732
基準財政需要額 7,842,494
標準税収入額等 6,439,545
標 準 財 政 規 模 9,800,408
財 政 力 指 数 0.61
実質収支比率 7.3
経常一般財源等比率 100.7
公債費負担比率 12.2
公 債 費 比 率 11.5

起債制限比率 7.3

積立金 財  調 510,869
減  債 360,650
特定目的 2,211,182

地 方 債 現 在 高 16,378,657
うち政府資金 7,781,819(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 135,277
保証・補償 17,127
そ  の  他 4
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 432,017
徴
収
率

現
年計

97.4 88.7
97.4 91.2
97.1 88.8

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.57

債
務
負
担
行
為
額

27

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

47,100 0.3 - -
506,900 3.4 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

4,961,856

- -

100.0

5.9
99.8
11.6
11.3
10.1
7.4

510,561
340,481

2,230,850
15,389,425
7,429,416

の 指 定 状 況

11.1実質公債費比率(％)

13,572
19,611

361
-
-

431,948
97.4 89.1
97.7 91.1
96.9 89.9


